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市民生活局市民生活室国民健康保険課 

 

議案第９９号関連資料 

明石市国民健康保険条例の一部改正について 

 

１ 目的 

  令和３年１月１日に施行される税制改正により、給与所得控除・公的年金等控除（以下

「給与所得控除等」という。）が10万円引き下げられるとともに、基礎控除が10万円引き上

げられることとなりました。 

  税制改正による国民健康保険料（以下「保険料」という。）への影響として、低所得者に

対する保険料の減額措置に係る所得判定基準があります。所得判定基準は前年中の収入金

額から給与所得控除等を差し引いた額を所得額とし、世帯の被保険者全員の所得額の合計

が基準以下であれば、減額措置が適用されます。 

  税制改正後、給与所得者及び公的年金所得者（以下「給与所得者等」という。）が複数い

る世帯においても収入が同じ場合、現行と同じ基準で減額措置が適用されるよう、国民健

康保険法施行令（昭和33年政令第362号）（以下「政令」という。）の一部改正が行われるた

め、本市国民健康保険条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 概要 

  政令の基準に合わせて、保険料の減額措置に係る所得判定基準※を見直します。 

減額割合 令和２年度（現行） 令和３年度（改正後） 

７割 33万円 43万円 ＋10万円×(給与所得者等の数－１)  

５割 
33万円 

＋(28.5万円×被保険者数) 

43万円 ＋10万円×(給与所得者等の数－１) 

＋(28.5万円×被保険者数) 

２割 
33万円 

＋(52万円×被保険者数) 

43万円 ＋10万円×(給与所得者等の数－１) 

＋(52万円×被保険者数) 

下線部    が税制改正に伴う見直し、二重線部    が政令改正に伴う見直し 

 ※ 世帯主及び被保険者の前年中所得の合計額が上記基準額を下回る場合に応益割（均等

割及び平等割）にかかる保険料が７割・５割・２割の３段階で減額される仕組みです。 

 

３ 施行期日 

  令和３年１月１日 


